
１ 歳入・歳出の状況

 6,858億20百万円（対前年度　△465億91百万円、△6.4％）

 6,776億70百万円（対前年度　△455億48百万円、△6.3％）

２ 収支の状況

３ 健全化判断比率等

28年度 27年度 財政再生基準

11.4% 12.1% 35%

200.0% 197.5%

96.4% 93.2%

・実質公債費比率、将来負担比率については、国の示す基準を下回った。

・実質赤字比率、連結実質赤字比率、資金不足比率については、いずれも該当なし。

・実質公債費比率が前年度比0.7ポイント減、将来負担比率が2.5ポイント増となった。

実質公債費比率 25%

将来負担比率 400%

経常収支比率

※（　　　）は27年度数値

・実質収支は、昭和52年度以降40年連続の黒字。

項　　　目 早期健全化基準

単 年 度 収 支    43百万円（     △70百万円） △90百万円（     △36百万円）

実質単年度収支 △47億53百万円（ △25億26百万円） △48億86百万円（ △24億92百万円）

普通会計 【参考】一般会計

実 質 収 支  16億61百万円（   16億18百万円）    6億26百万円（    7億16百万円）

歳入・歳出とも、前年度決算額を下回った。

歳 出 総 額

平成２９年８月１０日

歳 入 総 額

平成２８年度普通会計決算見込
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（１）歳入・歳出の内訳

（歳　入） （単位：百万円，％）

　地　　方　　税
243,243 243,358 △ 0.0 35.5 33.2

55,158 49,628 11.1 8.0 6.8

　地 方 譲 与 税
29,175 34,218 △ 14.7 4.3 4.7

　地 方 交 付 税
169,140 167,037 1.3 24.7 22.8

　国 庫 支 出 金
69,908 72,684 △ 3.8 10.2 9.9

　使用料・手数料
10,534 9,219 14.3 1.5 1.2

　地　　方　　債
76,808 88,995 △ 13.7 11.2 12.2

　そ　　の　　他
87,012 116,900 △ 25.6 12.6 16.0

14,374 28,543 △ 49.6 2.1 3.9

　歳　入　合　計
685,820 732,411 △ 6.4 100.0 100.0

※地方税については、地方消費税清算金調整後

（歳　出） （単位：百万円，％）

　義 務 的 経 費
336,403 333,789 0.8 49.6 46.2

　人　　件　　費
221,609 219,644 0.9 32.7 30.4

　扶　　助　　費
12,274 11,961 2.6 1.8 1.7

　公　　債　　費
102,520 102,184 0.3 15.1 14.1

　投 資 的 経 費
73,630 76,164 △ 3.3 10.9 10.5

　普通建設事業費
73,261 75,793 △ 3.3 10.8 10.5

　補　　　助
39,051 39,526 △ 1.2 5.8 5.4

　単　　　独
26,599 30,062 △ 11.5 3.9 4.2

　国直轄負担金
7,611 6,205 22.7 1.1 0.9

　災害復旧事業費
369 371 △ 0.5 0.1 0.0

　そ　　の　　他
267,637 313,265 △ 14.6 39.5 43.3

　歳　出　合　計
677,670 723,218 △ 6.3 100.0 100.0

区　　　分

　うち 法人二税

区　　　分
27年度

　うち 繰 入 金

決 算 額

28年度

構 成 比

28年度 27年度 28年度 27年度

27年度
伸び率

構 成 比

28年度

決 算 額
伸び率
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（単位：百万円）

平成28年度 平成27年度 平成27年度

 最終予算額
686,601 722,221 730,870

歳
 前年度からの
 繰越額 19,015 26,918 26,871

705,616 749,139 757,741

入
685,820 732,411 737,559

19,796 16,728 20,182

 最終予算額
686,601 722,221 730,870

歳
 前年度からの
 繰越額 19,015 26,918 26,871

705,616 749,139 757,741

出
677,670 723,218 732,121

27,946 25,921 25,620

8,150 9,193 5,438

6,489 7,575 4,722

1,661 1,618 716

1,618 1,688 752

43 △ 70 △ 36

△ 4,753 △ 2,526 △ 2,492

716

△ 90

△ 4,886

27,797

4,506

3,880

626

（２）収支状況の内訳

 決算見込額
 （Ｂ）

区      分

 予算額計（Ａ）

普 通 会 計 （参考）一般会計

平成28年度

700,757

18,984

719,741

696,450

 差引(A)-(B)
 （Ｃ）

 前年度実質収支
 （Ｊ）

 予算額計（Ｄ）

 決算見込額
 （Ｅ）

 差引(D)-(E)
 （Ｆ）

 歳入歳出差引額
  (B)-(E) （Ｇ）

 翌年度繰越財源
 （Ｈ）

 実 質 収 支
  (G)-(H) （Ｉ）

 実 質 単 年 度 収 支
 （Ｌ）

 単 年 度 収 支
  (I)-(J) （Ｋ）

23,291

700,757

18,984

719,741

691,944
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健全化判断比率等の対象範囲

会  計  名  等

《参考１》

会計 健  全  化  判  断  比  率　等

普

通

会

計

一 般 会 計

実

質

赤

字

比

率

将

来

負

担

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

母子父子寡婦福祉資金貸付金
特別会計

造林事業等特別会計 実

質

公

債

費

比

率

林業改善資金貸付金特別会計

沿岸漁業改善資金貸付金特別会計

中小企業支援資金貸付金特別会計

公共用地等取得事業特別会計

後楽園特別会計

収入証紙等特別会計

用品調達特別会計

公債管理特別会計

港湾整備事業特別会計
（

法
非
適
）

公
営
企
業

資金不足
比　　率

県営食肉地方卸売市場特別会計
資金不足
比　　率

流域下水道事業特別会計

内陸工業団地及び流通業務団地
造成事業特別会計

資金不足
比　　率

資金不足
比　　率

県営工業用水道事業会計
資金不足
比    率

県営電気事業会計
資金不足
比　　率

（

法
適
）

公
営
企
業

県立大学

広域水道企業団組合

独
法
法
人

信用保証協会・個人　等
（県の損失補償・特定短期貸付金があるもの）

精神科医療センター

公社

各 第三セクター
（県の損失補償があるもの）

土地開発公社

三セク

財政再生基準 5% 15% 35%

早期健全化基準 3.75% 20% 8.75% 25% 400%
【経営健全化基準】



《参考２》

健全化判断比率等の概要

・一般会計等の実質赤字額：一般会計等（≒普通会計における会計）の実質赤字の額

・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・連結実質赤字額　（①＋②）－（③＋④）
① 一般会計等における会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
② 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
③ 一般会計等における会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

・準元利償還金
満期一括償還地方債について、償還期間を30年とした場合における１年あたりの元金償還金相当額
公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰出金
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
一時借入金の利子 等

・将来負担額
一般会計等の当該年度の前年度末における地方債残高
債務負担行為に基づく支出予定額
公営企業債の元金償還に係る一般会計等の負担見込額
退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額
設立法人の負債に係る一般会計等の負担見込額 等

・資金不足額

－解消可能資金不足額

・事業の規模

法適用企業…営業収益の額－受託工事収益の額

法非適用企業…営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

・経常経費充当一般財源

人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源の額

・経常一般財源

地方税、普通交付税、地方譲与税など毎年度経常的に収入される一般財源の額

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋

一般会計等の実質赤字額

実質赤字比率 ＝
標準財政規模

連結実質赤字額
連結実質赤字比率＝

標準財政規模

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

＝
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

資金の不足額
資金不足比率 ＝

事業の規模

法適用企業…（流動負債＋建設事業等以外に充当した地方債現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

法非適用企業…（繰上充用額等＋支払繰延額＋事業繰越額＋建設事業等以外に充当した地方債現在高）

経常経費充当一般財源
経常収支比率 ＝ × 100

経常一般財源＋減収補塡債特例分＋臨時財政対策債
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